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１ 背景 

（１）会計監査人の選解任等に関する議案の決定権限 

現行法では、委員会設置会社においては、会計監査人

の選解任等に関する議案の決定権限は監査委員会にあり

ますが、監査役会設置会社においては、監査役会は、取

締役会が決定した会計監査人の選解任等に関する議案を

株主総会に提出するに際して同意すること（旧法第 344

条第 1項・3項）、及び、取締役に対して、会計監査人

の候補者を特定して、その選任に関する議案を株主総会

に提出することや会計監査人の選解任等を株主総会の目

的にすることを請求することができるのみでした（旧法

第 344 条第 2 項）。 

 

（２）会計監査人の報酬等の決定権限 

現行法上、会計監査人の報酬は、監査役会設置会社で

あるか、委員会設置会社であるかを問わず、その決定権

限は取締役会にあり、監査役会や監査委員会はその同意

権を有するにすぎません（旧法第399条）。 

 

（３）現行法の問題点 

このように、監査役会設置会社において会計監査人の

選解任等に関する議案の決定権限が監査を受ける立場に

ある取締役会にあること、また、会計監査人の報酬等の

決定権限が監査を受ける立場にある取締役会にあること

は、会計監査人の独立性の観点から問題（いわゆる「イ

ンセンティブのねじれ」）があるとの指摘が従前からな

されていました。 

 

２ 改正法 

（１）会計監査人の選解任等に関する議案の決定権限 

そこで、改正法では、監査役会設置会社における会計

監査人の選解任等に関する議案の決定権限が監査役会に

移されることとなりました（法第 344 条）。 

これで、監査役会設置会社か委員会設置会社かを問う

ことなく、取締役会は会計監査人の選解任等に関する権

限を有することはなくなりました。 

 

（２）会計監査人の報酬等の決定権限 

一方、会計監査人の報酬等の決定権限を監査役会設置

会社の監査役会及び委員会設置会社の監査委員会に移す

ことは、報酬決定という職務執行に関する権限を監査役

会や監査委員会に付与するべきではないといった意見が

出されたこともあり、改正は見送られました（改正法に

おいても、会計監査人の報酬等については監査役会及び

監査委員会は同意見を有するのみです。）。 

ただし、会社法制部会において、会計監査人の 報酬

等の決定権限の問題について引き続き検討が必要である

との指摘がなされていますので、今後の動向には引き続

き留意する必要があります。 

 

３ 実務上の留意点 

監査役会が選解任等に関する権限を行使する際の実務

指針を予め策定すべきであるとの見解もあり、検討を要

します。 

 以上 
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平成 26年会社法改正 

Ⅰ 企業統治のあり方 

（会計監査人の選解任等に関する議案の内容の決定） 
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